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（要旨） 近年、経済学の知識が社会的に実装され、現実の政策に活かされるようになっ

てきた。本稿ではそうした社会実装の中から三つの例を紹介する。一つは、EBPM（証拠

に基づいた政策立案）である、ロジックに基づいて、できれば比較テストを経て政策を

練り上げていくのである。二つ目はナッジである。これは、人間の行動には不合理なバ

イアスがあるという行動経済学の知見を利用して、人々の行動を望ましい方向に誘導し

ようとするものである。三つ目は、フューチャーデザインである。これは、将来の人々

は現時点での政策決定に参加できないという民主主義の原理的な欠点を補完するため

に、一部の人に仮想将来人になってもらうというものである。いずれも実例が積み重ね

られつつあり、地方公共団体での活用が待たれる。 
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１．経済学と地域創生 

 

 私は、経済学を専門としているので、いつも「経

済学は地域問題にどう貢献できるのだろうか」と

いうことを考え続けてきた。この点についての私

の考えは次の通りである。 

普通、「地域創生に貢献する」というと、「どう

すれば地域を活性化できるか」という即効的な議

論を期待されることが多い。しかし残念ながら、

「経済学の知識を身に付けたからといって地域活

性化の素晴らしいアイディアが湧いてくるわけで

はない」「経済学を身に付けた人の方が、そうでな

い人よりも、うまく地域の活性化をリードできる

というわけではない」というのが私の率直な感想

だ。ただし、経済学が役に立たないわけではない。

経済学は、地域問題を理解し、より効率的に地域

行政を行っていく上で役に立つ面がたくさんある。 

これは、企業経営と経営学の関係に似ているよ

うな気がする。経営学を学ぶ人の動機は、現実の

企業経営にその知識を生かしたいということだろ

う。しかし、経営学を熱心に学べば企業経営に成

功するかというと、どうもそうは限らないようだ。

しかし、経営学で学ぶバランスシートの見方や経

営分析の手法は、企業の現状を客観的に把握し、

一見しただけでは目につきにくいような課題を発

見するのに役立つだろう。 

経済学も同じだ。経済学を知れば地域を活性化

できるわけではないが、経済学を知れば地域問題

をより客観的に理解し、多くの問題を効率的に処

理していくための手法を身に着けることができる

はずだ。 

 さらに加えて私は、経済学の近年における進歩

に期待したい気持ちがある。経済学は日々進歩し

ている。近年の経済学の展開で特徴的なことは、

経済学の成果が社会的に実装され、政策をより良

いものにする上で現実に成果を出しつつあること

だ。 

かつては経済学の議論というと「成長率を高め、

デフレから脱却するためにはどうすべきか」「日

本経済はなぜ長期低迷しているのか」「これから

景気はどうなるのか」といったものが多かった。

いずれも重要な問題であり、これからも議論され

ていくことは間違いないのだが、どうしても「あ

あでもない、こうでもない」ということになるこ



とが多い。 

しかし、近年では、理論、実験、データ処理を

通じて「経済学で現実の問題を目に見える形で解

決する」という時代になってきたようだ。工学的

な技術の領域に近くなってきたのかもしれない。

本稿では、経済学の発展中で生まれてきた地方創

生に役立ちそうな考え方をいくつか紹介してみた

い。 

 

２．政策立案に普及する EBPM 

 

（１）エビデンスに基づいた政策立案―EBPM  

地域創生策をめぐる政策環境は決して楽なもの

ではない。人口問題、福祉の充実、環境問題、新

型コロナ感染症の予防など、難しい課題が次々に

現れる一方で、財源の余裕はなくなってくる。議

会の要求にも応えていかなければならない。こう

した中で近年各方面で力を入れられようになった

のが EBPMという考え方である。 

EBPM というのは、 Evidence-Based Policy 

Makingのことで「証拠（エビデンス）に基づく政

策形成」と言われているものだ。ではエビデンス

に基づくとはどういうことなのか。 

三菱 UFJリサーチ＆コンサルティングの「エビ

デンスで変わる政策形成」（政策研究レポート2016

年２月12日）は、イギリスにおけるエビデンスに

基づく政策形成の動きをレポートしたもので、大

変参考になる。以下の記述も、このレポートに基

づくところが大きい。 

EBPMは、欧米で急速に導入が進んでいるが、そ

れには、財政制約が厳しくなる中で、政策資源を

できるだけ効率的に配分していこうという動機が

あったとされる。日本ではまだ緒についたばかり

だが、国のレベルではかなり急速にその考え方が

浸透しつつあり、各省では EBPM の責任部署を定

め、担当官を置いてその活用に取り組み始めてい

る。地方公共団体でも取り組む自治体が増えつつ

ある。 

EBPMの第１歩は「ロジック・モデル」の作成で

ある。ロジック・モデルというのは、その事業が

最終的に目指す目標をどのような道筋で実現しよ

うとしているのかを体系的に図示したものだ。一

般的には、インプット（政策的にどんな資源を投

入するのか）⇒アウトプット（政策によって何を

生み出すのか）⇒アウトカム（活動によってどん

な成果が得られるのか）⇒インパクト（政策によ

って最終的にどんな変化が生まれたのか）という

順番で示されることが多い。 

エビデンスには「現状把握のためのエビデンス」

と「政策効果把握のためのエビデンス」がある。

例えば、就労支援プログラムの場合を考えると、

まず、現状把握のためのエビデンスとして、無業

者の数や失業給付費などがある。こうした現状を

把握して、その政策対象の量的・質的重要性を把

握しておく必要がある。日本では、本当にこの政

策を求めている人がいるのか？と思わせるような

政策が出てきたりするのは、現状把握エビデンス

が足りないからだ。 

政策効果把握のためのエビデンスは、前述のロ

ジック・モデルの各段階の具体的なデータで、例

えば、インプットは、その事業のために投じられ

た予算や人員、アウトプットは、プログラムへの

参加者数、アウトカムは、受講者がスキルアップ

した程度や就業状況の改善度合い、インパクトは、

参加者の将来所得、それによる税収といった具合

である。 

さてここで重要になるのが因果関係だ。例えば、

ＡとＢが同方向に変化した場合、Ａが原因となっ

てＢという結果が生じたのか、逆に、Ｂが原因で

Ａが結果なのかを確かめる必要がある。別の要因

が作用している可能性もある。つまり、Ｃが原因

となってＡとＢが同時に生じているのかもしれな

い。こうした因果関係をデータを使って確定しよ

うというのが次に述べる RCTのような手法なので

ある。 

こうしたエビデンスについては、前述の因果関

係が特定され、政策的な効果が明瞭になるのが質

の高いエビデンスとなる。その中で最も質が高い

とされているのが RCT という手法を使った分析で

ある。RCT というのは、ランダム化比較試験

（Randomized Controlled Trial）と呼ばれている

もので、医薬品の効果の判定では広く使われてい

る。例えば新薬の効果を確かめる場合、同じよう

な状態にある患者を二つのグループに分け、一方



には新薬を投与し、もう一方には効果のない偽薬

（プラシーボという）を投与。二つのグループの

差を分析して新薬の効果を確かめようというもの

だ。「ランダム化」というのは、二つのグループ

の参加者をランダムに（無作為に）選ぶというこ

とである。ランダムではなく、希望者を募ったり

すると、効果がありそうな人ばかりが実験対称に

なってしまったりするというバイアスが生じてし

まうからだ。 

これまで経済・社会現象については実験ができ

ないとされてきたのだが、近年はデータの集積、

分析手法が高度化してきたため、経済・社会分野

にも実験的な手法を適用することが可能になって

きている。こうした分析技術の向上とデータ整備

の進展が、近年 EBPM が広まってきた背景である。 

 

（２）EBPM と地方創生 

この EBPM は地域創生という観点からも重要な

役割を果たしそうである。例えば、エビデンスを

重視するという姿勢の変化は、「エピソードから

エビデンスへ」という表現が分かりやすいと思う。

地域の活性化というと、しばしば活性化に成功し

た地域を訪問して、当事者から話を聞いてくると

いうことが行われる。いわゆる「視察」である。

ところが、成功した地域に視察に行った結果、視

察をしてきた側の地域が同じように成功したとい

う話はあまり聞かない。これにはいろいろな理由

があるだろうが、成功した地域から成功のエピソ

ードだけを聞いてくることになりがちだというこ

とも影響しているように思われる。成功した地域

の話を聞くと、「こんな事態に直面して、 ○さん

がこういうアイディアをやってきたらうまく行っ

た」という話になりがちだ。これはエピソードで

あり、それを具体的なロジックとデータで裏付け

ていって初めて本当の成功要因が抽出できるので

はないかと思う。 

なぜ地域においても EBPM が必要なのかを改め

て整理しておこう。EBPMの特徴はロジックとデー

タである。なぜその政策が必要で、どんなメカニ

ズムで初期の効果を発揮するのかをきちんとした

ロジックで説明する。その際、問題点の把握、政

策効果の検証などに、可能な限りデータを使って

分析する。これが EBPMの基本である。この考え方

は、次のような点でこれからの地域問題を考える

上でも有用である。 

第１は、これからは財源の効率的な配分が喫緊

の課題となるから、従来にも増して政策の吟味が

必要になることだ。多くの地域で人口が減少して

経済的な基盤が弱まる一方で、高齢化の進展によ

り社会保障分野を中心に行政ニーズはさらに高ま

る。EBPMの発想で、できるだけロジックとデータ

に基づいて政策の必要性と効果を検証することに

より、「同じ予算で、より効果的な政策」を目指す

べきではないか。 

第２は、これからは住民の理解を得ながら政策

を進めることがますます重要になってくることだ。

今後現れてくる政策課題には、一部の住民には不

満が高まるようなケースを想定すべき政策も増え

てくるだろう。例えば、少子化で小中学校生が減

少して行ったとき、学校の統合が問題になるが、

一部の住民は不便になるだろう。また、住民サイ

ドの多様性も高まりそうだ。同じ地域に、若年層、

勤労者層、高齢者が、子育て中の女性が、ハンデ

ィキャップのある人、外国人など多様な人々が居

住する。地域政策はこうした多様な構成の住民の

理解を得ながら進めなければならない。こうした

場合、単に政策の必要性を訴えるだけではなく、

それをデータで裏付けながら説明することで、住

民の理解を得やすくなるだろう。 

第３は、データの活用という点でも EBPMは重要

だ。今やデジタル化が急速に進んでおり、それに

合わせて各種のデータが集まるようになってきた。

マイナンバーが更に浸透すれば、個人情報も蓄積

されていく。こうしたビッグデータの蓄積がデジ

タル社会の大きな特徴だ。EBPMの手法を活用すれ

ば、集積されつつあるビッグデータを使って、き

めの細かいサービスの提供や、個人のニーズに合

わせた施設整備、制度設計などが可能になるはず

だ。 

 

（３）EBPM の実例 葉山町の場合 

 具体例を挙げることにしよう。ここで紹介する

のは、神奈川県葉山町で行われた資源ごみの集積

場における誤投棄を防ぐための取組である。以下



の記述は、神奈川県のホームページ紹介されてい

る「自治体における EBPMの推進に向けて」という

フォーラムでの、葉山町政策財政部大前正嗣氏の

発表に基づいている。 

 葉山町では、ごみ減量化・資源化、きれいな街

並みを目指して、ごみ収集の方式を変更し、「可燃

ごみ、不燃ごみなどの無料の戸別収集」と「資源

ごみの集積場（資源ステーション）への持ち込み」

という二つに分けることにした。しかし、不適切

な投棄が多く、ステーションの周辺にゴミが散乱

するという問題が生じた。 

 町では「不法投棄は犯罪です」と書いた看板を

設置したり、町内会でチラシを配布したりしたが

事態は改善しない。ここから EBPMの実践が始まる

のだが、それは４つのステップに分かれる。 

 第１のステップは、現状把握だ。収集が終わっ

た後の158か所のステーションを観察して、どんな

ゴミが、どのように、どれだけ残されているかを

調べたのである。すると、事前の思い込みに反し

て、悪意のある不法投棄は少なく、単純な分別間

違えや排出場所の間違えが多いことが分かった。 

 第２のステップは、住民参加型の対策の検討で

ある。ワークショップを何回か開いて検討した結

果、「間違えやすいゴミに特化したチラシの配布」

「収集後の後出しを防ぐための『収集終了』の看

板設置」という二つの対策が選択された。 

 第３のステップは、対策の効果の検証で、ここ

で EBPM 特有のランダム化比較試験（RCT）が登場

する。すなわち、ステーションを「チラシの配布

を行うグループ」「収集終了の看板を出すグルー

プ」「何もしないグループ」の三つに分けて、その

違いを検証したのである。その結果、チラシの配

布はかなりの効果があるものの、その効果は長続

きしにくいこと、看板の設置はある程度の効果が

あり、その効果は長続きすることが分かった。 

 最後の第４のステップは対策の実行である。チ

ラシについてはバリエーションを増やして、タイ

ムリーな利用が可能なものとし、収集終了の看板

については、予算化して全ステーションに設置す

ることとなった。 

 以上が葉山町における EBPMの実例である。この

例からは、①現状把握だけでも、データを整備す

ることによりかなりのことが分かってくること、

②ランダム化比較試験というと難しそうに聞こえ

るが、工夫すれば実行可能であること、③お金は

あまり必要ではないこと、④エビデンスに基づい

た議論を展開することにより、誰もが納得し、か

つ持続的な効果が期待できる対策を見出すことが

できることなどが分かる。 

 今後、こうした地方における EBPMの例は増えて

いくに違いない。それは劇的に地方を活性化する

ものではないが、政策を効率的に企画・立案・実

行する上での重要なツールであることは間違いな

い。さらにこうした取り組みが広がっていって欲

しいものだ。 

 

３．行動経済学とナッジ 

 

（１）伝統的な経済学と行動経済学  

ナッジというのは聞きなれない言葉かもしれな

いが、今や特に公共部門で急速に浸透しつつある

考え方である。簡単に言うと、人々の考え方には

「バイアス」があるので、むしろこのバイアスを

うまく使って、人々の行動をより望ましい方向に

誘導しようというものだ。 

では人々の行動にはどんなバイアスがあるのか。

それを解明するのが行動経済学である。行動経済

学という分野は、私が大学で経済学を学んでいた

頃（もう50年くらい前だが）には全く存在しなか

った分野だ。それは伝統的な経済学とかなりフレ

ームワークが異なっている。 

伝統的な経済学では、経済を構成する人々は、

自分の経済状態や、自分が持っている情報を踏ま

えて、自らが最適な状態になるように合理的に行

動するという前提を置いている。これに対して、

行動経済学は、現実の世界では人々は合理的では

なく、バイアスを伴った行動を取ることがあると

する。 

 実例で考えた方が分かりやすいだろう。私が最

もなるほどと思うバイアスに「損失回避バイアス」

というものがある。これは私自身も、大正大学の

授業で確かめてみたことがある。まず学生に「サ

イコロを振って偶数だったら１万円貰えるが、奇

数だったら１万円払う」と言われたらどうするか



を聞いてみる。これには圧倒的に多数の学生が「サ

イコロは振らない」と答える。これは誰もが「１

万貰う」嬉しさよりも、「１万円損する」悲しさの

方を大きく評価しているからだ。これが「損失回

避バイアス」である。 

実験をさらに続けてみよう。次に「偶数だと１

万２千円貰えて、奇数だと１万円払う」という場

合はどうかを問うと、これもサイコロを振らない

学生が多い。偶数か奇数かの確率は50％だから、

サイコロを振ることによる期待値は１千円（1.2万

円×0.51－1万円×0.5）だから、合理的にはサイ

コロを振った方が良い。しかし、現実には振らな

い方を選択するのである。さらに、貰える金額を

１万５千円、２万円と引き上げていくと、さすが

にサイコロを振るという選択が増えてくるのだが、

２万円を越えてもまだ振らない人が結構いる。 

 この損失回避バイアス以外にも、人々の行動に

は「周りの人々の行動に影響を受けやすいこと（同

調効果という）、「本来は考慮しても仕方のない取

り返せないコスト（サンクコストという）を考慮

してしまうこと」「つらいことを後回しにして、楽

しいことを優先してしまうこと（現在バイアスと

いう）」などのバイアスがあることが知られている。 

 

（２）ナッジとその実例  

こうして人間の行動には合理性からかい離した

バイアスがある。このバイアスをうまく利用しよ

うというのがナッジである。nudgeというのは「肘

でつつく」という意味で、そっと働きかけること

によって行動を促すということだ。 

このナッジは、既に各方面で活用されつつあり、

環境省ではナッジの例を集めて「ベストナッジ」

を選定しているほどだ。2021年度のベストナッジ

二つを紹介しよう。 

一つ目は、つくば市が取り組んだ「避難行動支

援者名簿の作成」である。 

市町村は災害時に自力で避難することが難しい

「避難行動要支援者」の名簿を整備し、こうした

人たちの情報を集めておくことが義務づけられて

いる。災害時には、民生委員など避難を支援する

人たちにこの情報が提供されることになっている。

ところが、市町村が災害時の避難計画を立てる時

に、この要支援者の情報を使おうとしてもそれが

できない。災害時でない平時には、本人または保

護者の同意がない限りは、この情報は提供されな

いことになっているからだ。そこで、つくば市で

は、毎年、新たに要支援者に登録された人たちに

「平時においても情報を提供することに同意する

か否か」を問う通知を郵送し、本人の意向を確認

している。しかしこの通知の返送率は40％程度に

とどまっていた。この返送率をもっと引き上げる

ためにナッジを使えないか、というのがつくば市

の問題意識であった。 

具体的に考えたのは、郵送する際の封筒に記載

するメッセージを工夫することだった。つくば市

では効果を検証するために、対象者を４つのグル

ープに分けて、それぞれの封筒に異なるメッセー

ジを印字して郵送してみた。異なるメッセージと

いうのは「メッセージなし」「〇月○日までにご返

送ください」「〇〇さまに大切なお知らせです」「避

難支援を受けられる可能性があります」の四つで

ある。 

結果は、返送期限を入れたグループの返送率が

52.8％で最も高かった。これは、メッセージなし

のグループ（39.8％）よりかなり高い。この結果

を受けて、対象者全員に返送期限を明示した封筒

で郵送したところ、回答率は64.2％となり、前年

より26.5％も上昇した。 

ベストナッジ賞を受けたもう一つは、三菱リサ

ーチ＆コンサルティングが、横浜市戸塚区と共同

で実施した固定資産税の口座振替勧奨事業である。

横浜市の場合、固定資産税は、納付書を受けて金

融機関やコンビニで払い込みをするか、口座振替

かを選択することができる。しかし、納付書を選

択したケースでは、どうしても納付忘れがあり、

その場合は、市が督促状を送ったりするというコ

ストが発生する。市としては、口座振替を選択し

てもらえれば、納付忘れもなくなり、市も余分な

コスト負担がなくなる。そのための事業が「口座

振替勧奨事業」である。しかし、2019年度の場合

は、ダイレクトメールを発送して、口座振替の申

し込みを受けたのは6.1％に過ぎなかった。そこで、

ナッジを利用して、口座振替を増やせないかと考

えたわけである。 



工夫したのは、案内のチラシである。まず、そ

れまでのチラシよりも言葉をシンプルにし、内容

は必要な情報に限定し、動作指示は具体的かつ明

確になるようにした。「延滞金発生のリスクを減

らす」という損失回避のメッセージを加えた。期

限も明示するようにした。そして、「送付なし」

「通常のチラシ」「ナッジ版のチラシ」の三つのグ

ループに分けて実際にチラシを配布してみた。す

ると、通常のチラシの場合は、申し込み率が8.4％

だったのに対して、ナッジ版は17.2％となったの

である。 

この結果は、総務省を通じて全国の自治体に共

有されており、チラシも自由に活用できる状態と

なっている。 

 

４．フューチャーデザインという考え方 

 

（１）サステナビリティ問題とフューチャーデザイン 

 近年、 地方創生との関係で 「サステナビリテ

ィ」という言葉をしばしば見かけるようになった。

「サステナブルな地域活性化」、「サステナブルな

観光」などといった言葉を目にしたりするように

なった。 

 経済学の分野では、サステナビリティという概

念はかなり前から存在した。私のサステナビリテ

ィの定義は「現在は問題がなくても、その状態を

続けていると、将来大きな藻内に発展するような

問題」ということである、典型的な例をいくつか

あげよう。 

 一つは地球温暖化問題だ。温暖化ガスの排出に

よって、温暖化が進んでいるのだが、現時点でそ

れによって破壊的なことが起きているわけではな

い。しかし、現状のような温暖化ガスの排出が続

くとき、温暖化がさらに進むと、海面の上昇、シ

ベリア永久凍土の溶解、熱帯地域特有のマラリア

の広域化などのとんでもないことが起きる。 

 もう一つの典型例は、財政赤字だ。現在、日本

のフローの財政赤字は先進諸国中最悪である。し

かし、今のところこれといって財政赤字を理由と

する問題は起きていない。しかし今のようなフロ

ーの赤字を続けていると、累積赤字の GDP 比はど

んどん上昇していく。その比率は現在 GDPの2.5倍

程度となっているのだが、これが３倍、４倍とな

っていったら、どこかの段階で経済に破滅的なこ

とが起きる可能性が高い。 

 さて、ここで定義したようなサステナビリティ

問題は、現在の民主主義の下では適切な対応が取

られにくい。現時点では大きな問題が起きていな

いので、現世代だけが参加する民主主義の下では、

問題意識が十分浸透しないのである。財政再建も

温暖化対策も現世代に何らかのコスト負担を強い

ることになるのだが、その恩恵を受けるのが将来

世代で、自分たちではないという状況の下では、

進んでコストを負担しようとはしないのである。 

 仮に、将来世代が現時点での政治的意思決定に

参加できたら、「温暖化ガスの排出を抑制してく

れないと我々が大変なコストを払うことになる」

「財政を再建しておいてくれないと我々の世代が

大きな被害を受ける」と発言するはずだ。 

 この「将来世代の考えを反映できない」という

ことは、我々が依拠している民主主義の大きな制

度的欠陥だと言える。これはちょっと対応できそ

うにない欠陥だが、これを何とかしようという試

みがある。それが「フューチャーデザイン」とい

う考え方である。 

 フューチャーデザインというのは、民主主義や

市場の意思決定に将来世代を取り込むような仕組

みをデザインし、それを実践していこうというも

のである。日本初の考え方で、高知工科大学の西

條辰義教授、大阪大学の原圭史郎教授らを中心と

したグループが提唱したものである。 

 もちろん、まだ存在しない将来世代の声を聞く

ことはできない。そこで、西條氏らのグループが

着目したのが、現世代であっても完全に自己中心

的なのではなく、自分たちの利得を削ってもいい

という気持ちを持っていることだ。これは将来世

代が「将来可能性を持つ」という。この将来可能

性が最も発揮できるような仕組みをデザインしよ

うというわけである。 

具体的には、意思決定の際のグループの中に「仮

想将来人」を入れるのである。参加者に仮想将来

人になって、例えば20年後の人になったつもりで

プロジェクトを考え、意見を出してもらうのであ

る。このフューチャーデザインの考え方は既にい



くつかの地方公共団体で試みられており、かなり

成果が出ている。 

 

（２）フューチャーデザインの実例  

 大正大学の地域構想研究所では、私が塾長とな

って「地域戦略人材塾」を開き、地方公共団体の

職員の方々に、地域創生に役立ちそうな新しいア

イディアを紹介している。この塾で、21年10月に、

フューチャーデザイン（以下、FD）の提唱者であ

る高知工科大学の西條辰義先生とその実践経験者

である岩手県矢巾町の高橋雅明さんにご登壇いた

だいた。このお二人の話を元に、FDの考え方を地

域創生にどう生かせるかを考えてみよう。その代

表例が、岩手県矢巾町のケースである。 

 岩手県のほぼ中央に位置する矢巾町は、盛岡市

に隣接する、人口約２万７千人の小さな町である。

この矢巾町における FDの始まりは、2012年の水道

事業の見直しであった。矢巾町の水道は、当時、

創設から50年以上が経過しており、老朽化が進行

していた。これに対応するには、水道管の更新が

必要であり、そのためには水道料金を値上げせざ

るを得ない状況だった。しかし、町民にそれを理

解してもらうのは難しかった。値上げして更新工

事を行っても、それまでの水道サービスが維持さ

れるだけであり、特に住民サービスが向上するわ

けではないからだ。 

 そこで市民の代表による議論の場としてのワー

クショップを開き、その際に将来世代の利益代弁

者として仮想将来世代グループと現世代グループ

を置いて討論してもらった。すると、現代世代グ

ループでは、現状の課題や満たされていないニー

ズを中心に課題解決策が提示されたのに対して、

仮設将来世代グループでは、将来の視点から現在

を考えるという思考法が見られたという。なお、

この将来から現在を見るという手法は、バックキ

ャスティングと呼ばれている。現在から将来を見

るフォーキャスティングの逆という意味である。 

こうしてワークショップの議論を重ねた結果、水

道料金を引き上げるという提案が賛同を得ること

になった。現在の視点から見ると、当面の水道サ

ービスに直ちに不具合が生じるわけではないから、

水道料金の引き上げは単なる負担に感じられる。

しかし、将来世代の視点に立ってみると、水道管

の更新が行われなかったことにより、水道サービ

スの質が低下するという不都合な真実がまず現れ

るから、それを防ぐためにはさかのぼって現代に

おいて値上げしておくべきだということになるの

であろう。 

高橋さんの経験談の中で特筆すべきなのは、参

加者の反応だ。市民からの参加者は「新鮮な経験

ができた」「楽しくやりがいがあった」という感想

が寄せられたという。行動経済学では、人々は損

得勘定だけで動くのではなく、他人の役に立ちた

いという動機も強いとされている。おそらく仮設

将来人になった人は、自分の力が将来の人の役に

立ったという実感を持ち、やりがいを感じたので

あろう。 

なお、FDは、行政サイドの職員からも好評だっ

たという。市民との対話と言っても、その現実は

クレームや身勝手な要求が多く、つらいという面

があったが、FDの場合は、参加者の議論が建設的

で、行政職員にとっても勉強になったという感想

が寄せられたという。 

 矢巾町ではその後もいくつかの分野で FD を使

った住民参加型のワークショップを行い、2018年

には高橋昌造町長が「フューチャーデザインタウ

ン」を宣言し、19年には行政組織内に FDを所管す

る未来戦略室を設置するまでになった。 

 そして、町の最上位の計画である「第7次矢巾町

総合計画後期基本計画」（計画期間2020～2024年

度）についても FDの手法を大幅に取り入れるに至

った。おそらく自治体の総合計画の策定に FDの手

法を取り入れたのはこれが初めてではないか。 

 この時の FDの具体的な進め方については、高橋

氏が「フューチャーデザインを活用した矢巾市総

合計画の策定」（「学術の動向」2021年12月）とい

う論文にまとめているので、これを元にその概要

を紹介してみよう。 

 同町ではまず、役場内の若手有志にも協力を呼

びかけ、総勢約20人の特設チームを編成した。町

のホームページなどで参加者を募集し25名の応募

があった。これら参加者には、2060年頃に暮らす

未来の住民になってもらい、約40年前の過去に当

たる現代に向けた提言をしてもらうこととした。



討議は４～５人の６班に分けて行われ、６回のワ

ークショップの後、まずそれぞれのグループが提

言を行い、それを相互に調整して、最終的な提言

がまとめられた。高橋氏の話では、こうしてまと

められた66件の政策提言のうち55件が最終的に総

合計画に採用されたという。 

 以上のように、FDの考え方は各方面で実用化さ

れつつある。 

 

５．おわりに  

 

 以上、近年の経済学の発展を踏まえて、地方創

生に役立ちそうな「EBPM」「ナッジ」「フューチャ

ーデザイン」という三つの考え方を紹介してきた。

これらの考え方にはいくつかの特徴がある。 

第１は、それほど大きな予算を必要としないこ

とだ。地方行政に従事する職員の方と話している

と、時々「それはいい考えだと思いますが、予算

が取れるかどうか分かりません」という言葉を聞

くことがある。この点で、本稿で紹介してきた手

法は、それほどお金がかからない。せいぜいが、

封書を送る際の切手代程度だ。軽い気持ちで実験

的にやってみて、成功すれば成果だし、失敗して

もあまり文句は出ないだろう。 

第２は、コストがほとんどかからない割には効

果が結構大きいことだ。政策の中身を大きく変え

るわけではなく、通知の仕方やちょっとした工夫

で政策効果に目に見えた効果がある。実務的な事

務負担が減るという形で成果が出ることも多く、

自治体の職員にとってもトライしてみる価値があ

るはずだ。 

第３は、党派性がほとんどないことだ。具体的

な政策には、産業優先か福祉優先かなど、路線の

対立が生ずるものがあり、その場合には合意を得

るのが難しくなる場合がある。ここで示したもの

は、客観的なデータで結論が示されるものが多く、

そうした対立が起きにくい。 

経済学は日々進歩しているから、これからも地方

創生に活かすことができるような新しいアイディ

アが生まれ、それが実際に活用されることを期待

したい。 

（本稿では、筆者が、雑誌「地域人」に連載して

いる「人口減少下の地域を考える」に寄稿したも

のを組み替え、加筆した部分が含まれています） 

 


